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奨学金等支給事務の適正な実施について 
 

官民協働海外留学支援制度～トビタテ！留学 JAPAN 日本代表プログラム～（以下「本制度」と

いう。）については、事務手続の手引き等により、奨学金等支給事務の適正な実施について周知を

図っているところですが、下記の事項については、特に御留意の上、支給事務を行うようあらため

てお願いします。 
記 

 
１．本制度で奨学金等を支給する支給対象者については、本制度募集要項に記載されている留学計

画の申請要件及び派遣留学生の要件を満たしており、かつ「誓約書」の記載内容を遵守している

必要があります。いずれかを欠く事態が判明した場合や留学計画に悪質な虚偽があると認められ

た場合、または学業不振、素行不良等が極めて顕著である場合には、採用取消または支援の打ち

切りを行う場合がありますので、くれぐれも御注意ください。 
 
２．奨学金等（奨学金、留学準備金、授業料）は、所定の全額を支給対象者へ支給してください。

銀行等金融機関からの送金による支給を行う場合、振込手数料は在籍大学等で負担していただき

ますようお願いします。 
奨学金等を支給する際には、金融機関の振込受領書類等、送金を証明できる書類（送金日、受

取人、金額が明記されている書類に限る）を保管するようにしてください。 
 
３．奨学金の支給は、①在籍大学等に在籍していること、②留学先において学修・実践活動が適切

になされていること、③奨学金支給該当月であることの３点を確認した上で、当該月中に銀行等

金融機関からの送金により 1 か月ごとに支給対象者本人に支給してください。また、毎月の在籍

確認だけでなく、留学先機関の受入許可証等、留学期間を証明する書類も在籍大学等で適切に保

管してください。留学先機関が受入れを許可しない留学は支援対象とみなしませんので御留意く

ださい。 
当該月の在籍を確認できない場合には、機構に報告の上、奨学金を機構に速やかに返納してい

ただきます。留学計画に変更が生じる場合には、前もって機構に「変更届（様式Ｊ）」を提出し、

事前に留学計画の承認を受けてください。 
   
４．本制度で採用された留学プログラムのための往復渡航に関する証拠書類（領収書、搭乗券等）

並びに授業料の請求書等の原本につきましても、在籍大学等で適切に保管していただきますよう

お願いします。 
 
５．上記で保管を求めている関係書類等につきましては、本制度での支援期間の終了月の属する年

度の翌年度から 5 年間保管してください。これらの書類は、必要に応じて機構に提出を求めるこ

とがありますので、ご協力いただきますようお願いいたします。 
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